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訳者はしがき

本資料は，拙稿「ドイツにおける執行官制度の民営化に関する議論（１）―

（３・完）」（比較法学第41巻第２号，第３号，第42巻第２号）において中心的

に取り上げた，ドイツ連邦議会に提出された「執行官制度の改革のための法律

案」（BT-Drs. 16/5727）のうちでも，とくに前書き（Vorblatt）の部分，条

項の部分および連邦政府の態度表明の部分について試訳をしたものである。

同法律案は，2007年５月11日に連邦参議院の第833本会議において決議され

たものであり，基本法第76条第３項に基づき，前書きおよび理由を付して，書

類１として，2007年６月20日付で連邦首相からドイツ連邦議会議長あてに提出

されている。また，書類２として，本法律案に対する連邦政府の態度表明が添

付されている。

本法律案は，全部で８か条である。第１条は，執行士法の制定を予定してお

り，執行士法は第１条から第108条まである。また，第２条では社会福祉法第

６編の，第３条では裁判所構成法の，第４条では民事訴訟法の，第５条では執

行官費用法の，第６条では司法補助官法の，そして第７条では売上税法の，そ

れぞれ一部改正が予定されている。第８条は，施行に関する規定である。

なお，本法律案における理由の部分（総論・各論）については，紙幅の関係

上，本資料では省略せざるを得なかった。他方で，前書きの部分および連邦政

府の態度表明の部分については，ここにドイツにおける執行官制度の現在の問

題点および本法律案の提案理由等が簡潔に示されていることから，条項の部分

とともにその試訳を掲載することとした。

さらに，本法律案には，先議された連邦参議院の委員会による，一定の修正

を条件とした委員会勧告（BR-Drs. 150/1/07）が出されており，それを受け

て連邦参議院において一部の条項の修正または新設規定の追加がなされてい
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る。そこで，修正された条項に関しては修正前の規律と修正の理由について，

また新設規定に関しては追加の理由について，それぞれ脚注で補足してある。

その他，一部改正が予定されている法律については，参考のために，改正さ

れる各条項の該当部分に関する現在の規定の和訳等を，脚注で示しておいた。

連邦議会 Drucksache16/5727

第16選挙期 2007年６月20日

連邦参議院の法律案

執行官制度の改革のための法律案

A 問題点及び目標

執行官制度は，強制執行の効率性を中長期的に維持しかつ改善するために，

構造改革を必要とする。すべてのラントにおいて司法が義務づけられている経

費削減義務（Sparzwange）に鑑みて，絶え間なく続く大量の業務は，執行官

の職務が，司法固有の公務員によってではなく，自己の計算によるけれども国

家の監督の下で活動する権限受任者（Beliehene）によって処理される場合に

のみ，履行することができる。それと同時に，強制執行に対する大規模な国家

の補助金を削減することが行われなければならない。システムの転換は，費用

がかかり，議論が対立しかつ非常に紛争が生じやすい役場費用補償（Buro-

kostenentschadigung）という現在のシステムでは不可能な，新たな労働意欲

（Leistungsanreize）を創出する。

B 解決策

本草案は，執行官の職務を，専任の職務行使のための公証人に関する規定に

依拠して独自の法律でその地位が規律される権限受任者に委任することを予定

する。債権者は将来，複数の互いに競争状態にある執行士の中から選択するこ

とができ，それによって執行の結果の発生に対するより強い方向づけが期待さ

れ得る。権限委任（Beleihung）によっても，委任された職務の秩序ある履行

に対する国家の責任は，従前と同様である。国家は，効果的な監督を通じて，

権限受任者が委任された活動を適切に遂行することに配慮する。
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執行士費用法は，権限の委任を受けた執行士が自己の経済的責任でその職務

を履行することができるように，費用対効果が高く（kostendeckend）整備さ

れる。そのために必要とされる発生手数料（Grbuhrenaufkommen）の増額

は，債権者が満足した場合にその限りでのみ生じる新たな手数料を通じて幅広

く補塡される。さらに，現在の手数料は適度に増額され，公共体の費用法上の

特権は廃止され，かつ執行士の報酬に応じて支払われる売上税のための新たな

立替金要件が創設される。

C 代替案

現在の執行官システムの構造的な欠陥は，執行官の公務員たる地位を維持す

るのでは，包括的に解決することができない。単純に手数料を増額するだけで

は，人的状況を緩和（Entspannung）することにも効率性を改善することにも

ならないであろう。執行官を区裁判所に場所的および組織的（organisatoris-

che）に組み入れること（官庁システム・Amtssystem）は，高額な国家の補

助金を根本から変えることにはならず，むしろ新たな労働意欲を通じた効率性

の改善を期待させることなく，超過費用及び職の超過需要（Stellenmehr-

bedarf）をもたらすであろう。

D 財政上の影響

１ 執行費用以外の予算の支出

連邦及び各ラントにとっては，執行官費用法における公共体の費用免除を廃

止することによって，超過費用が生じ得る。司法の側では，超過負担は年間約

1800万ユーロになり得るが，他の公法上の債権者は，自己の執行担当公務員

（Vollziehungsbeamter）を利用することによって執行士の手数料の支払いを

回避することができるであろう。さらに各ラントにとっては，訴訟救助のため

の予測可能な超過支出が生じ得る。

もっとも，現在連邦レベルで約１億9800万ユーロかかる執行官の活動の補助

金を削減することによるはるかに大きな節約が，公共体の超過費用と対峙す

る。さらに，執行士の報酬に対する将来の売上税支払義務を通じて，年間約１

億1300万ユーロの売上税の増加（Umsatzsteuermehreinnahmen）が生じるこ

とになる。

移行期間の間，地位を転換する者（Statuswechslern）の収入を保障するた

めの給付に基づく，見積もることができない追加的な費用が公的予算に発生し
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得る。さらに，個々のラントが移行段階において教育費用のために支払わなけ

ればならない補助金（Zuschusse）を通じた費用，及びシステム転換の遂行に

よるその他の費用が発生する。どのくらいの執行官が公務員の地位から権限受

任者の地位に転換し，またどのくらいの執行士が新たに教育を受けるかを予測

することができないために，移行期間中の追加的な費用を見積もることはでき

ない。もっとも，当該費用は，移行によってもなお利用される公務員の活動に

対して新たな執行士費用法を適用することによって生じる手数料の増加

（Gebuhrenmehreinnahmen）を通じて，補塡されるであろう。

２ 執行費用

現在のシステムにおける監督の構造は基本的に変更されずに引き継がれるた

め，執行費用（Vollzugsaufwand）が増額される心配はない。権限委任の職

（Beleihungsstellen）の補充及び管理に関する各ラントの費用は，これまでの

公務員の正規定員の補充及び管理に関する費用に代替し，かつ少なくともこの

費用を超えることはないであろう。

E その他の費用

公的予算以外に発生する費用又は強制執行に関する現在の国家の補助金を削

減することによる価格水準への影響は，完全に排除することはできない。申立

人の観点からは，執行士の手数料は2.63倍に増額されるであろう。さらに，申

立人が将来は執行士の報酬に割り当てられる売上税を支払わなければならない

と考える場合には，当該負担は全体的に3.13倍に増加する。もっとも，手数料

の増額は，債権者が満足した場合にその限りでのみ発生する新たな手数料の創

設を通じて，その大部分が置き換えられるであろう。その他，申立人の側から

は，権限委任システムへの転換による効率性の改善という利点が，高額な執行

費用と対峙する。
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書類１

執行官制度の改革のための法律案

連邦議会は，連邦参議院の同意を得て，以下の法律を制定した。

第１条 執行士法

目 次

第１章 執行士の職務

第１節 執行士の任命

執行士の地位 第１条………………………

執行士の職務 第２条………………………

相容れない活動 第３条……………………

国家による必要数の調査 第４条…………

執行士の任命 第５条………………………

欠員の公募 第６条…………………………

職務宣誓 第７条……………………………

職務執行区域 第８条………………………

事務所 第９条………………………………

土地管轄 第10条……………………………

共同の職務行使 第11条……………………

第２節 執行士としての職務上の義務

一般的な職務上の義務 第12条……………

本人による職務行使 第13条………………

認可を受ける義務のある活動 第14条……

職務上の守秘義務 第15条…………………

従業員及び学生の義務 第16条……………

継続教育の義務 第17条……………………

学生の教育 第18条…………………………

広告 第19条…………………………………

職務上の責任 第20条………………………

職業責任義務保険 第21条…………………

第３節 職務活動及び手続

職印及び職のスタンプ 第22条……………

職務身分証明書 第23条……………………

職務標札，表札 第24条……………………

差押物件保管所 第25条……………………

職務行使からの除斥 第26条………………

申立ての処理 第27条………………………

ドイツ語を習得していない者に対する職

務行為 第28条………………………………

書面及び帳簿の作成 第29条………………

保管期間 第30条……………………………

外国の送達及び債務名義 第31条…………

職務規則 第32条……………………………

第４節 不在及び支障

不在及び支障の通知 第33条………………

代理人の任命 第34条………………………

代理人の職務行使 第35条…………………

代理人の報酬 第36条………………………

代理人の職務権限の期間 第37条…………

第５節 職務の終了

職務の終了原因 第38条……………………

定年 第39条…………………………………

免職 第40条…………………………………

刑事判決による失職 第41条………………

解職 第42条…………………………………

一時的辞職 第43条…………………………

一時的辞職後の新たな任命 第44条………

書面及び差押物の保管 第45条……………

職務身分証明書の継続的携帯 第46条……

執務室及び従業員の引受け 第47条………

一時的解職 第48条…………………………

執行士職務の管理 第49条…………………

管理人の任命及び地位 第50条……………

職務の継続，費用請求権 第51条…………

管理人の報酬及び決算 第52条……………

管理から生じた剰余金 第53条……………

管理人の職務権限の期間 第54条…………

管理人の職務上の義務違反 第55条………

管理人との紛争に関する管轄 第56条……

ドイツ「執行官制度の改革のための法律案」試訳（１）（柳沢) 197



第６節 管理手続，個人記録

事実関係の調査 第57条……………………

個人情報 第58条……………………………

個人記録 第59条……………………………

聴聞義務 第60条……………………………

閲覧権 第61条………………………………

第三者への提示 第62条……………………

根拠のない又は都合の悪い内容の除去

第63条………………………………………

個人記録の情報の自動的処理 第64条……

第２章 執行士会及び連邦執行士連合会

第１節 執行士会

執行士会の形成及び所在地 第65条………

執行士会の地位 第66条……………………

執行士会の職務 第67条……………………

執行士会の機関 第68条……………………

理事会の職務及び構成 第69条……………

理事会の守秘義務 第70条…………………

部会の形成 第71条…………………………

会長の地位及び職務 第72条………………

総会の招集及び職務 第73条………………

執行士会の会則 第74条……………………

執行士会の会費 第75条……………………

執行士会の権限 第76条……………………

訓告 第77条…………………………………

第２節 連邦執行士連合会

連邦執行士連合会の統合及び所在地

第78条………………………………………

連邦執行士連合会の地位 第79条…………

連邦執行士連合会の職務 第80条…………

連邦執行士連合会の機関 第81条…………

幹事会 第82条………………………………

守秘義務 第83条……………………………

会長及び幹事会の職務 第84条……………

連邦執行士連合会の決議 第85条…………

代表者会議 第86条…………………………

代表者会議の招集及び議決 第87条………

代表者会議の決議 第88条…………………

幹事会の報告 第89条………………………

機関の名誉職的活動 第90条………………

会則 第91条…………………………………

報告書及び意見書の請求 第92条…………

連邦執行士連合会の会費 第93条…………

第３章 法的監督，懲戒手続

第１節 法的監督

監督官庁 第94条……………………………

職務遂行の調査及び監視 第95条…………

非難 第96条…………………………………

第２節 懲戒手続

職務違反 第97条……………………………

訴追の時効 第98条…………………………

懲戒処分 第99条……………………………

懲戒処分の管轄 第100条…………………

補充規定 第101条…………………………

第４章 経過規定

任命手続のための経過措置 第102条……

執行士会及び連邦執行士連合会の創設の

ための経過措置 第103条…………………

公務員たる執行士への執行士法の適用

第104条……………………………………

従来の公務員たる執行士に対する収入保

証 第105条…………………………………

公務員関係への復帰の可能性 第106条…

第５章 最終規定

上訴及び法的救済 第107条………………

権限の移転 第108条………………………
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第１章 執行士の職務

第１節 執行士の任命

第１条 執行士の地位

(１) 執行士は，各ラントで，自己の業

務（Praxis）において独立した公的

職務の担当者（権限の委任を受けた執

行士）として，送達及び執行の高権的

な遂行を委託される。

(２) 執行士は，本業の（hauptberu-

flich）職務行使のために，終身的に

（auf Lebenszeit）任命される。執行

士は，営業を行わない。

第２条 執行士の職務

(１) 執行士は，以下に規定する職務を

行う。

１ 関係者の申立て又は職権による送

達。ただし，執行士による送達が法

律上許容又は規定されている場合に

限る。

２ 強制執行の遂行。ただし，宣誓に

代わる保証，債務者の拘留，並びに

証人及び当事者の勾引を含めて，裁

判所に配分されていないものに限

る。

３ 被害者の賠償及び担保の損失に関

する刑事手続上の裁判の執行，並び

に刑事訴訟法第111b条から第111f

条までの押収処分の範囲内での動産

の差押えに関する規定に基づく物的

仮差押えの執行

４ 非訟事件手続法第33条第２項所定

の裁判所の命令の執行

５ 手形及び小切手の支払拒絶証書の

作成

６ 法律が，有資格者に対して，その

者の満足のため若しくは他人の計算

で動産若しくは有価証券の公売を行

わせる権限，又は公売を行う権限の

ある者を通じて自由に売却させる権

限を付与する場合における，公売又

は自由売却

７ 民事事件における強制執行に対し

て義務を負う範囲内で，司法取立規

則（Justizbeitreibungsordnung）

に基づいて取立てを行う場合に，執

行担当公務員として協力すること。

ただし，取立てが司法の執行担当公

務員に委任されていない場合に限

る。

８ その他，ラント法によって執行士

に強制的に配分された職務

執行士は，これらの職務の遂行に向け

られた申立てを，十分な理由なく拒絶

してはならない。法律上認められた，

費用の予納（Kostenvorschuss）がな

ければ職務活動を行わないとする執行

士の権限は，影響を受けない。

(２) 執行士は，業務上許容される場合

及び第14条の規定に基づいて必要とさ

れる認可が存在する場合に限り，他の

職務を引き受ける権限を有する。これ

は，特に以下の場合に当てはまる。

１ 申立人の計算による任意競売の遂

行

２ 適切な事案における簡易倒産手続

及び免責手続での受託者（Trau-

hander）としての職務の引受け

(３) 前２項に列挙された職務の１つの
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遂行を求める申立ては，当事者，その

法定代理人又は任意代理人によって，

執行士に対して直接行われる。

第３条 相容れない活動

(１) 執行士は，同時に俸給を受け取る

職務にある者又は弁護士になることを

許可されてはならない。他の職業を行

うことは，許容されない。執行士とし

ての職務と相容れない会社へ出資

（Gesellschaftsbeteiligung）してはな

らない。自己の財産の管理は認められ

る。

(２) 執行士は，貸付けのあっせんをす

ること，債権を取得若しくは譲渡する

こと，職務の行使に関連して貸付けを

行うこと，債務を引き受けること及び

保証若しくはその他の担保を供与する

こと，又はこれらと同種の業務に関与

することが禁止される。私的な取立活

動は，執行士には許容されない。

第４条 国家による必要数の調査

ラント司法行政部（Landesjust-

izverwaltung）は，秩序ある司法の

必要性に対応する数の執行士を任命す

る。その際，執 行 士 の 業 務 能 力

（Leistungen）を有する適切な供給

（Versorgung）に 基 づ く 必 要 数

（Bedurfnis），当該職務（Amtsstel-

len）の経済的充足性（Auskommli-

chkeit），及び執行士の職業における

秩序ある年齢構成の維持が，特に考慮

されなければならない。

第５条 執行士の任命

(１) 執行士には，以下のドイツ国民の

みが任命される。

１ 執行士の職務に適する資格及び専

門的能力を有する者

２ 前号のために必要とされる健康上

の適性（Eignung）を有する者

３ 秩序ある経済的生活を送る者

(２) 前項第１号に該当する者は，以下

の者である。

１ 司法学校（Justizschule）又は執

行士学術院（Gerichtsvollziehera-

kademie）での全体的にそれぞれ12

ヶ月以上の専門理論課程，及び職業

実務的な教育段階を有する，国家と

の公法上の教育関係において，少な

くとも２年間の教育を受け，それに

引き続いて国家の執行士試験に合格

した者

２ 法律学又は経済法学に関する，大

学又は専門大学における学習（Ho-

chschul- oder Fachhochschul-

studium）を修了した者。ラント法

の立法者は，追加的な実務教育及び

それに引き続く国家の執行士試験に

ついて予定することができる。

(３) 教育の期間中，学生（Nachwu-

chskrafte）は，別の義務が教育目的

から生じない限り，職業責任義務保険

（Berufshaftpflichtversicherung）の

締結義務を除いて，執行士と同様の職

務上及びその他の義務を負うが，前項

第２号所定の教育の場合においては，

学生が実務教育のために執行士のもと

に配置されたときも，同様とする。ラ

ント政府は，法規命令（Rechtsveror-

dnung）により，以下の事項をより詳

細に規定する権限を有する。

１ 執行士の教育が認められ，また執

行士に任命される，最低又は最高年

齢の設定

２ 許可，教育及び試験，特に許可基

準及び入学試験，実務上及び理論上

の教育段階の内容，各期間及び順

序，場合によっては教育期間中の成

績評価，並びに自分で処理すべき課
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題を与えること及びそれに引き続く

試験

３ 前項第１号の場合における，教育

資金（Ausbildungsvergutung）の

許可及び返済の要件

(４) 執行士は，執行士会（Gericht-

svollzieherkammer）への聴聞の後

に，権限委任証明書（Beleihungsur-

kunde）の交付を通じて，ラント司法

行政部によって任命される。当該証明

書は，その職務執行区域（Amtsber-

eich）を正確に表示しなければならな

い。交付は，高等裁判所の長官，地方

裁判所の所長，区裁判所の所長又は執

行士会の会長に任せることができる。

(５) 志願者（Bewerber）が，第21条

所定の職業責任義務保険を契約したこ

とを証明せず，かつ保険会社の保険仮

証書（vorlaufige Deckungszusage）

を提出しない場合には，任命は拒絶さ

れなければならない。

第６条 欠員の公募

(１) 執行士としての職務に志願する者

は，原則として，公募（Ausschrei-

bung）を通じて確定されなければな

らない。公募は，補充されるべき職務

の職務執行区域を表示する。

(２) 志願は，公募において設定され又

はラント司法行政部によって一般的に

公示された期間内に行われなければな

らない。

(３) 志願者が自己の過失なくして当該

期間を遵守することを妨げられた場合

には，申立てに基づいて，原状回復が

認められる。申立ては，障害が除去さ

れた後２週間以内に行われなければな

らない。申立てを基礎づける事実は，

疎明されなければならない。志願は，

申立期間内に再度行われなければなら

ない。

(４) 複数の志願者の中から選抜する場

合には，志願期間が経過するまでに提

出された，適性を基礎づける事情のみ

が考慮されなければならない。ラント

司法行政部は，これと異なる時点を，

一般的に又は公募の中で決定すること

ができる。

第７条 職務宣誓

(１) 権限委任証明書の交付後に，執行

士は，以下の宣誓をしなければならな

い。

私は，神に誓って，憲法秩序を遵

守し，執行士の義務を誠実かつ公平に

履行することを誓います。」

(２) 法律が，宗教団体の構成員に対し

て，「私は誓います」という文言の代

わりに他の誓言方式を用いることを許

容する場合には，執行士は，自己が当

該宗教団体の構成員であるときに限

り，この誓言方式で述べることができ

る。宣誓は，宗教的な誓言を用いずに

行うこともできる。

(３) ラント司法行政部は，宣誓が行わ

れる場所を指定する。宣誓を行う前

に，執行士は職務行為をしてはならな

い。

第８条 職務執行区域

(１) 執行士には，職務執行区域とし

て，地方裁判所の区域が配分される。

(２) ラント政府は，秩序ある司法の必

要性に基づいて，法規命令によって，

異なる職務執行区域の領域を確定する

ことができる。特にラント政府は，区

裁判所の区域，又はそこに10万人以上

の住民がいる場合にはその一部を，職

務執行区域として指定することができ

る。職務執行区域に関する確定は，秩

序ある司法のために必要な場合に限
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り，これを変更することができる。

(３) 秩序ある司法の利益を考慮して，

執行士会への聴聞の後に，その者の同

意を得て，執行士に他の職務執行区域

を配分することができ，この場合には

第４条は影響を受けない。懲戒裁判所

の判決に基づいて他の職務執行区域を

配分する場合には，執行士の同意を要

しない。ラント政府は，法規命令によ

って，職務執行区域の転換に対する満

60歳以上の年齢制限に関する規定，及

び職務執行区域における５年以内の最

低滞留期間（Mindestverweildauer）

に関する規定を設ける権限を有する。

(４) 職務執行区域の確定は，土地管轄

を有する複数の執行士の中からの申立

人の選択可能性を排除してはならな

い。

第９条 事務所

(１) 執行士は，自己の職務執行区域内

で，適切な人的設備及び物的設備を有

する事務所（Geschaftsstelle）を経営

しなければならない。執行士は，事務

所の住所を，監督官庁（Aufsichtsbe-

horde）及び執行士会に通知する。

(２) 執行士は，一定の業務時間の間

は，事務所を開けておかなければなら

ない。詳細については，ラント司法行

政部が規律する。

第10条 土地管轄

(１) 執行士の土地管轄は，他に規定が

ない限り，配分された職務執行区域に

限定される。第３項から第７項までの

規定を条件として，執行士は，危険が

迫っている場合又は監督官庁が認可す

る場合に限り，自己の職務執行区域外

で，職務活動を行うことができる。職

務行為は，職務執行区域外で行われた

ことを理由として無効とはならない。

(２) 申立人は，土地管轄を有する執行

士の中から，自由に選択することがで

きる。

(３) 任意競売についての管轄は，競売

されるべき物が存在する職務執行区域

にならう。

(４) 郵便による送達については，申立

人又は送達受取人が住所，営業所の所

在地，官庁の所在地，支店の所在地又

は居所を有する職務執行区域の執行士

が，管轄を有する。郵便による急を要

する先行差押えの通知の送達は，すべ

ての執行士が行うことができる。

(５) 民事訴訟法第807条，第836条及び

第883条の場合における宣誓に代わる

保証の受領を求める申立ての処理につ

いては，債務者が当該申立ての受理の

時点において住所又はそれがないとき

は居所を有していた職務執行区域の執

行士が，なお管轄を有する。

(６) 複数の職務執行区域での活動を必

要とする申立ての処理については，関

係するすべての職務執行区域の執行士

が管轄を有する。

(７) 執行士は，申立ての処理につき土

地管轄を有しない場合には，申立人に

対して管轄を有する執行士のもとに行

くように指示し，又は当該申立てを遅

滞なくその執行士へ引き渡す。申立て

を受理した後の事実関係の変更によっ

て土地管轄を有しないようになった場

合には，執行士は，前文の規定に基づ

いて手続を行い，又は自ら申立てを遂

行することができる。他の執行士へ申

立てを引き渡す前に，申立てを受けた

執行士は，申立人の同意を求める。

第11条 共同の職務行使

(１) 執行士は，共同の職務行使のため

に同一の職務執行区域内で任命された
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執行士と結合し，又はその者と共同の

事務室（Geschaftsraume）を所有す

ることができる。物的会社の形態によ

る職務行使は，認められない。

(２) ラント政府は，秩序ある司法の利

益を維持するために，特に場所的必要

性に鑑みて，法規命令によって，以下

の事項を規定する権限を有する。

１ 共同の職務行使のための結合

（Verbindung）又は事務室の共同利

用が，執行士会への聴聞の後に，遵

守事項（Auflagen）を課し又は期

限を付すことのできる監督官庁の認

可によってのみ許容されること。

２ 共同の職務行使又は事務室の共同

利用が，秩序ある司法の利益に資す

るいかなるより詳細な要件の下で，

許容され得るかに関すること。

(３) 共同の職務行使又は事務室の共同

利用によって，本人によりかつ自己責

任に基づく職務遂行が害されること，

職務上の義務の誠実な履行が危険にさ

らされること，及び土地管轄を有する

複数の執行士の中からの申立人の選択

可能性が排除されることがあってはな

らない。

(４) 第２項所定の認可義務に関わら

ず，共同の職務行使又は事務室の共同

利用のためのあらゆる結合は，監督官

庁及び執行士会に遅滞なく通知されな

ければならない。その際には，取り決

められた事項が提示されなければなら

ない。

第２節 執行士としての職務上の義務

第12条 一般的な職務上の義務

(１) 執行士は，行った宣誓に対して誠

実に職務を遂行しなければならない。

執行士は当事者の代理人ではなく，独

立性（Unabhangigkeit）及び公平性

（Unparteilichkeit）を維持する義務

を負う。申立人の利益は，債務者の正

当な利益と同様に遵守される。独立性

及び公平性は，適切な予防措置

（Vorkehrungen）を通じて保証され

なければならない。執行士は，法律又

は職務規則（Dienstordnung）に反し

ない限り，債権者の指示を考慮しなけ

ればならない。

(２) 職務上の義務と相容れない場合，

特に不法又は不誠実な目的が追求され

ていることが認識できる行為への協力

が要求されている場合には，職務活動

は拒絶されなければならない。

(３) 執行士は，委任された職務の内外

で，執行士の職務に対して寄せられる

尊敬（Achtung）及び信頼に値する行

動をしなければならない。執行士は，

執行士の法律上の義務に違反する外

観，特に従属性（Abhangigkeit）又

は党派性（Parteilichkeit）の外観の

原因となるあらゆる行動を回避しなけ

ればならない。執行士は，債務者のあ

らゆる不要な侵害又は名誉毀損を避

け，かつ余計な注目による嫌悪の情を

生じさせること（Erregung uberflus-

sigen Aufsehens）を回避する。

(４) 執行士は，執行士会によって整備

された待機業務（Bereitschaftsdien-

st）に参加する義務を負う。

(５) 執行士は，同業者，裁判所，官

庁，弁護士及び関係者の他の助言者に

対して，公的職務に適した方法で行動

しなければならない。

(６) 執行士は，必要な費用及び経費の

ドイツ「執行官制度の改革のための法律案」試訳（１）（柳沢) 203



みが発生するように留意する。

第13条 本人による職務行使

(１) 執行士は，自ら（personlich）職

務を行う。申立ての履行は，明文上他

に規定がない限り，他の者に委任して

はならない。

(２) 以下の者の世話又は看護をする執

行士は，短時間活動（Teilzeittatig-

keit）による執行士の職務行使につい

て許可を受けることができる。

１ 少なくとも１名の18歳未満の子供

２ 医師の診断書によれば看護の必要

なその他の家族の者

執行士は，職場（Amtsstelle）におい

て通常の業務時間の少なくとも半分は

職務を行使しなければならず，この場

合には第９条第２項所定の業務時間中

の事務所の開室義務は影響を受けな

い。秩序ある司法の利益のために必要

な場合には，職権によりいつでも，短

時間活動のために許可された期間を短

縮すること及び行われるべき職務時間

を延長することができる。

第14条 認可を受ける義務のある活動

(１) 執行士は，以下の事項について，

監督官庁の認可（Genehmigung）を

必要とする。

１ 第２条第１項に列挙されていない

報酬を受ける活動

２ 収益を目的とする会社，共同組合

又は他の法形式で営業する経済的企

業の，取締役，監査役，管理委員又

はその他の機関に就任すること。

(２) 認可は，予想される報酬額の評価

によれば当該活動が執行士の法律上の

義務と相容れない又は当該義務に違反

するおそれがあり，かつ認可を拒絶す

る以外にこれを回避することができな

い場合には，拒絶されなければならな

い。以下の活動の場合には，特に義務

違反のおそれがある。

１ その種類及び範囲によれば執行士

の労働力（Arbeitskraft）が要求さ

れ，その結果として職務上の義務の

秩序ある履行が害されることになる

活動

２ 執行士に課されている職務上の義

務と矛盾する活動

３ 職務行使の独立性及び公平性に対

する信頼を危うくする活動

４ 執行士又は職能階級の信用（An-

sehen）に対して全体的に有害な活

動。これは，当該活動が執行士の不

適法な広告（Werbung）を含む場

合にも妥当する。

５ 前項第２号の場合において，企業

事項（Unternehmensgegenstand）

が執行士としての活動と相容れない

活動

認可に関する決定をする前に，執行士

会を聴聞しなければならない。認可に

は，条件又は期限を付すことができ

る。

(３) 遺言執行者又は倒産手続若しくは

免責手続での受託者としての職務の引

受け，差押財産管理人（Sequester）

としての活動，及び学問上，芸術上又

は講演の活動は，認可を受ける義務を

負わない。

第15条 職務上の守秘義務

(１) 執 行 士 は，守 秘 義 務（Vers-

chwiegenheit）を負う。当該義務は，

職務の行使に際して認識したすべての

ことに該当する。ただし，顕著な事実

又は秘密にしておく必要のない事実に

ついては，この限りでない。

(２) 守秘義務を遵守するために，執行

士は特に，すべての文書が無権限者に
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よる閲覧及び取得から保護されるよう

に配慮しなければならない。電子的に

記録及び処理された情報についても，

同様である。職務行為に際しては，可

能な限り関係のない者（Unbeteiligte）

を遠ざけておかなければならない。役

場での作業及び筆記作業（Buro-und
 

Schreibarbeiten）は，性質上事務所

外で処理されなければならないもので

ない限り，事務所内で処理される。

(３) 守秘義務は，関係者がこれについ

て免除（Befreiung）をした場合に

は，消滅する。関係者が死亡した場合

又は免除の表明が極度に困難な状況の

下でなされる場合には，その者に代わ

って監督官庁が免除を与えることがで

きる。執行士が第三者に職務行為を通

知し，又は債権者に対して債務者の収

入関係及び財産関係について情報を与

えなければならないとする旨の規定

は，守秘義務と関係なく適用される。

(４) 具体的な事案において守秘義務に

関する疑問が存在する場合には，執行

士は監督官庁の決定を求めることがで

きる。

(５) 守秘義務は，職務が終了（Erlos-

chen）した後もなお存続し続ける。

第16条 従業員及び学生の義務

(１) 執行士は，雇用の際又は教育の開

始時に，自己に従事する者に対し，義

務法第１条に基づいて，正式に義務を

負担させなければならない。ただし，

これがまだ行われていない場合に限

る。

(２) 従業員（Beschaftigten）に対し

て，第14条第２項及び前条の規定を準

用する。これらのことについて，当該

従業員は，当該義務を負担する際に，

特に指摘を受けなければならない。

(３) 第１項所定の義務負担及び前項所

定の指摘については，書面を作成し，

かつこれを個人記録（Personala-

kten）として利用しなければならな

い。複数の執行士と統一的な雇用関係

がある場合には，義務負担は，そのう

ちの１名の執行士によれば足りる。

(４) 第三者に整備作業又は清掃作業を

委託し，その結果として当該第三者又

はその職員（Mitarbeiter）が保護に

値する情報に接近することができる場

合には，適切な契約上の合意を通じて

守秘義務の遵守が保証されなければな

らない。

第17条 継続教育の義務

執行士は，職務活動に必要な範囲で

自己研鑽に努め，かつ要求に応じて監

督官庁及び執行士会にこれを証明しな

ければならない。

第18条 学生の教育

執行士は，職業上の学生の教育にで

きるだけ協力し，かつ自己に配属され

た学生に十分な専門教育を実施しなけ

ればならない。

第19条 広 告

(１) 執行士は，公的職務と相容れない

広告を差し控えなければならない。

(２) 第２条第１項に列挙された活動と

異なる範囲内の広告は，執行士として

の職務を引き合いに出してはならな

い。

(３) 執行士は，情報媒体に適切な方法

で，執行士の職務が自己に授与された

ことを摘示し，かつ自己の職務執行区

域について述べる権限を有する。

第20条 職務上の責任

(１) 執行士は，第２条第１項の規定す

る申立ての場合において，故意又は過

失で他人に対して負担する職務上の義

ドイツ「執行官制度の改革のための法律案」試訳（１）（柳沢) 205



務に違反したときは，それによって生

じた損害を賠償しなければならない。

ただし，執行士が過失で違反したとき

は，被 害 者 が 他 の 方 法 で 代 償

（Ersatz）を得ることができない場合

にのみ，請求は認められる。

(２) その他，公務員によってなされた

職務上の義務違反に基づく損害賠償義

務に関する民法の規定を準用する。執

行士に代わる国家の責任は存在しな

い。

(３) 執行士から単独での申立ての処理

を任された学生が義務違反をした場合

には，これによって生じた損害の責任

は，前２項の規定に応じて執行士が負

担する。執行士は，学生が故意又は重

過失で違反した場合には，当該学生に

対して求償権を行使することができ

る。学生に対する国家の責任は存在し

ない。

(４) 代理人（第34条）の職務上の義務

違反につき，執行士は，連帯債務者と

して，当該代理人とともに被害者に対

して責任を負う。執行士と代理人との

関係では，職務上の義務違反が故意又

は重過失に基づく場合を除いて，執行

士のみが責任を負う。

(５) 前４項の規定に基づく損害賠償請

求権につき，訴訟物の価額に関わら

ず，地方裁判所が専属管轄を有する。

第21条 職業責任義務保険

(１) 執行士は，自己の職務活動及び自

ら責任を負う者の活動から生じた財産

損害の責任義務の危険を塡補するため

に，職業責任義務保険を継続する義務

を負う。保険は，国内に営業権を有す

る保険会社と，保険業監督法に基づい

て設けられた普通保険約款（all-

gemeinen Versicherungsbedingun-

gen）を用いてなされなければならな

い。保険は，第１文の規定に基づいて

保険を掛けられたすべての責任義務の

危険に対して存在し，かつ執行士に対

する責任義務請求権を伴い得るそれぞ

れの個別的な義務違反に適用されなけ

ればならない。

(２) 最低保険金（Mindestversicher-

ungssumme）は，それぞれの保険事

例について25万ユーロである。保険年

度内に生じたすべての損害に対する保

険者の給付は，最低保険金の２倍の金

額に限定される。最低保険金の１パー

セントまでの超過額（Selbstbehalt）

の合意は，許容される。故意の義務違

反による賠償請求権は，保険保護から

排除することができる。

(３) 保険契約において，保険者は，保

険契約の開始及び規定された保険保護

を侵害する解約又は終了について，ラ

ント司法行政部及び執行士会に対し

て，遅滞なく通知する義務を負う。

(４) 保険契約法第158c条第２項所定

の管轄機関（Zustandige Stelle）は，

ラント司法行政部とする。

(５) 連邦司法省は，経済状況が変化し

た際に被害者の十分な保護を保障する

ために必要な場合には，連邦参議院の

同意を得て，法規命令によって，第１

項の規定する義務保険のために，最低

保険金を別個に定める権限を有する。

第３節 職務活動及び手続

第22条 職印及び職のスタンプ

(１) 執行士は，職務上の目的のため

に，該当する規定に基づいて，職印

（Amtssiegel）又は職のスタンプ
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（Amtsstempel）を携帯する。職印又

は職のスタンプの刻銘は，「（事務所の

場所）の執行士」という文言のほか

に，執行士の氏名を含む。

(２) 職印又は職のスタンプの複製は，

監督官庁に申請しなければならない。

(３) 職印及び職のスタンプは，悪用さ

れないように保管しなければならな

い。紛失又は偽造品の流通は，監督官

庁に遅滞なく届け出なければならな

い。

第23条 職務身分証明書

(１) 執行士は，監督官庁から，受領証

（Empfangsbestatigung）と引換え

に，最高で10年間有効な写真付きの職

務身分証明書（Dienstausweis）を受

け取る。使用不能になった場合又は紛

失した場合には，有効期限の経過前

に，新たな職務身分証明書と交換して

もらうことができる。執行士の職務執

行区域は，職務身分証明書に記載され

なければならない。身分証明書の形式

及び様式の詳細については，ラント司

法行政部がこれを定める。

(２) 執行士は，職務身分証明書を注意

深く保管しかつ自己のみが個人的に利

用することについて，責任を負う。執

行士は，職務身分証明書の紛失を，監

督官庁に遅滞なく届け出る。

(３) 職業活動が終了した場合には，職

務身分証明書は，遅滞なく監督官庁に

返還されなければならない。回収され

た職務身分証明書は，その保管が特別

な理由から必要でない限り，破棄され

なければならない。破棄は，文書によ

って（aktenkundig）なされなければ

ならない。

(４) 前３項の規定は，第34条所定の代

理人に準用する。教育の範囲内で単独

での申立ての処理を任された学生も職

業身分証明書の発行を受けるとラント

法が規定する場合もまた，同様とす

る。

第24条 職務標札，表札

(１) 執行士は，事務所の入口及び事務

所が存在する建物に，職務標札

（Amtsschild）を取り付ける権限を有

する。職務標札は，ラントの紋章及び

「執行士」という刻印を含む。

(２) 執行士は，表札（Namensschil-

der）を取り付けることもできる。職

務標札が取り付けられていない場合に

は，表札によって事務所を表示しなけ

ればならない。表札に，ラントの紋章

を用いることができる。

第25条 差押物件保管所

執行士は，業務上必要な場合には，

自己の職務執行区域内で，差押物件保

管所（Pfandkammer）を運営しなけ

ればならない。複数の執行士は，監督

官庁の認可を得て，共同の差押物件保

管所を運営することができ，この場合

には第11条の規定は影響を受けない。

差押物件保管所が同時に競売所（Ver-

steigerungsraum）として利用される

場合には，その場所的位置及び性質か

らして，強制執行の目的を促進するこ

とに適していなければならない。

第26条 職務行使からの除斥

(１) 執行士は，以下の場合には，法律

上，職務の行使から除斥される。

１ 執行士自らが関係者若しくは関係

者の法定代理人である場合，又は関

係者と共同権利者，共同義務者若し

くは損害賠償義務者の関係にある場

合

２ たとえ婚姻又は共同生活関係がも

はや存在していない場合であって
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も，自己の配偶者又は共同生活者が

関係者である場合

３ 自己の直系血族関係若しくは姻族

関係，３親等内の傍系親族関係若し

くは２親等内の傍系姻族関係にある

者又はあった者が関係者である場合

４ 執行士が刑事事件において以下の

状態にある場合

a) 犯罪によって自ら負傷した場合

b) 犯罪の被疑者若しくは負傷者の

配偶者若しくは共同生活者である場

合又はあった場合

c) 被疑者若しくは負傷者と第３号所

定の親族若しくは姻族関係にある場

合又はあった場合

(２) 執行士は，法律上職務の行使から

除斥される場合には，理由を告げて申

立ての受理を拒絶し，又は受理した申

立てを申立人に返還する。それにも関

わらず行われた職務行為は，無効とす

る。

第27条 申立ての処理

(１) 申立ての受理に際し，執行士は，

その事物管轄及び土地管轄（第２条及

び第10条），場合によっては職務活動

からの除斥事由（第26条），並びに申

立ての遂行につき職務上の義務違反を

基礎づけ得るすべての事情（第12条第

２項）を調査する。

(２) 受理された申立ては，遅滞なく処

理されなければならない。

第28条 ドイツ語を習得していない者に

対する職務行為

(１) 執行士が職務行為をしなければな

らない者が，職務行為の根拠及び内容

を理解しかつ場合によってはこれに対

して異議を申し立てるほど十分にドイ

ツ語を習得していないときは，執行士

は，自ら外国語を十分に習熟していな

い限り，当該言語に精通している協力

者に立会いを求める。その場合，執行

士はまず第一に，すぐに連絡を取るこ

とができかつ状況に応じて報酬を請求

しない者を利用する。通訳人の立会い

に費用がかかるときは，執行士は，緊

急の必要性に鑑みて不可能と思われる

場合又は費用が比較的低額な場合を除

いて，事前に申立人と合意をした後

に，立会いを指示する。

(２) 宣誓に代わる保証をする義務を負

う債務者がドイツ語を習得していない

場合には，執行士は，通訳人に立会い

を求めなければならない。通訳人が外

国 語 に つ き 一 般 的 に 宣 誓 し た

（beeidigt）ときは，特別な事情から

必要がある場合にのみ，他の者に立会

いを求めなければならない。裁判所構

成法第185条第２項及び第186条の規定

を準用する。

第29条 書面及び帳簿の作成

(１) 執行士は，一般書面，特別書面及

びその他の書面を作成する。一般書面

（Generalakten）は，執行士の職務に

関する管理規定（Verwaltungsbes-

timmungen）について作成されなけ

ればならない。特別書面（Sondera-

kten）は，第２職務記録簿（Dien-

stregister）に記録される各申立てに

ついて作成されなければならず，最初

の差押えを遂行した執行士が附帯差押

え（Anschlusspfandung）に着手する

場合には，当該執行士は，当該差押え

及びその後のすべての附帯差押えを，

債務者に対して行われた附帯差押えの

一覧表に記録する。一般書面にも特別

書面にも属さないそれ以外の書面は，

手続の終了後に，その他の書面

（Sammelakten）として保管されなけ
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ればならない。

(２) 執行士は，営業帳簿（Geschafts-

bucher）として，第１職務記録簿，

第２職務記録簿，名簿（Namenver-

zeichnis），第１現金出納簿（Kassen-

buch），第２現金出納簿及び出張日誌

（Reisetagebuch）を作成する。

(３) 執行士の書面に対する閲覧権は，

関係者にのみ認められる。要求に応じ

て，これらの者には，個々の文書につ

き費用のかかる謄本が付与されなけれ

ばならない。閲覧は，執行士の面前で

行われなければならない。監督官庁及

びその代理人に対して，当該書面はい

つでも，また請求に応じて事務室の外

においても，提出されなければならな

い。公官庁には，その職務の履行のた

めに必要な場合に限り，書面が伝達さ

れ又は書面の閲覧が認められる 。

第30条 保管期間

(１) 執行士は，書面を，秩序正しく，

かつあらゆる濫用，特に無権利者によ

る閲覧が排除されるように，数年間保

管しなければならない。特別書面及び

その他の書面は，これを最後に処理し

てから５年後に，執行士によって破棄

されなければならない。

(２) 完結した営業帳簿は，年代順に，

別個に保管されなければならない。当

該帳簿は，５年間の保管後に破棄され

なければならないが，それに関連する

すべての書面を破棄する前にこれを破

棄することはできない。

(３) 司法官庁（Justizbehorden）によ

る 特 定 の 文 書（ausgesonderte
 

Schriftgut）の破棄に関する規定を準

用する。一般書面は，これを破棄して

はならない。

第31条 外国の送達及び債務名義

外国官庁での手続の申立てが外国官

庁，関係者若しくは代理人から直接執

行士に届けられた場合，又は執行士が

外国の債務名義の執行について申立て

を受けたが送達若しくは執行の適法性

につき疑問がある場合には，執行士

は，監督官庁に経過を説明し，かつそ

の指示を待たなければならない。

第32条 職務規則

ラント司法行政部は，職務規則に，

執行士の手続及び職務行使，書面及び

営業帳簿の作成，その保管期間，管轄

官庁及び裁判所への提示及び継承者

（Nachfolger）への引渡し，目的物及

び他人の金銭（Fremdgelder）の保

管，並びに公平性及び独立性の確保，

守秘義務及び本人による職務行使に関

する詳細な規定を設ける。当該規則

は，適切な官庁の機関紙（Amtsb-

latt）で公告される。その遵守に関し

ては，管轄ある監督官庁がこれを監視

する。

第４節 不在及び支障

第33条 不在及び支障の届出

執行士は，２週間以上自己の事務所

を離れる場合又は事実上の理由から２

週間以上自己の職務行使に支障がある

場合には，この旨を監督官庁に遅滞な

く届け出なければならない。執行士

は，事務所への不在（Abwesenheit）

が１ヶ月以上続く場合には，監督官庁

の同意を必要とする。

第34条 代理人の任命

(１) 監督官庁は，支障（Verhinder-

ung）があるすべての場合につき，そ
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れぞれの執行士に代理人（常設代理

人・standiger Vertreter）を任命す

る。常設代理人に支障がある場合に

は，監督官庁は別の代理人を任命する

ことができ，この場合には前条の規定

を常設代理人に準用する。

(２) 監督官庁は，秩序ある司法を理由

として，代理人の任命に期限を付し又

はこれを取り消すことができる。

(３) 代理人として，執行士，学生，元

執行士，又は第５条第１項所定の要件

を満たしかつ代理の引受けに適する者

のみが任命され得る。代理人として，

執行士に推薦された者が優先的に任命

されなければならない。すべての執行

士は，常設代理を引き受ける義務を負

う。

(４) 代理人は，監督官庁の書面による

命令（Verfugung）を通じて任命され

る。代理人は，執行士又は学生として

宣誓していない場合に限り，代理の開

始前に，第７条に規定された宣誓をし

なければならない。すでに執行士の代

理人として宣誓した場合には，以前の

宣誓を引用（Bezugnahme）すること

で足りる。

第35条 代理人の職務行使

(１) 執行士に適用される規定は，以下

で他の規定がない限り，第21条の規定

を除いて，代理人にも適用されなけれ

ばならない。

(２) 代理人は，執行士の氏名及び計算

で職務を代行する。代理人は，署名に

際し，代理人である旨の附記を追加

し，かつ本人たる執行士の職印又は職

のスタンプを使用しなければならな

い。

(３) 職務行使からの除斥に関する規定

は，代理人に準用する。その他，本人

たる執行士が職務行使から除斥される

場合には，代理人は，職務の行使を差

し控えなければならない。

(４) 不在又は支障の期間中，執行士

は，代理人に対して自己の書面，記録

簿（Verzeichnisse）及び帳簿を公開

し，かつ自己の職印及び職のスタンプ

を引き渡さなければならない。

第36条 代理人の報酬

(１) 執行士は，任命された代理人に，

適切な報酬を支払わなければならな

い。

(２) 報酬又は職務上の義務違反による

責任に関する執行士と代理人との間の

財産法上の紛争については，訴訟物の

価額に関わらず，地方裁判所が専属管

轄を有する。

第37条 代理人の職務権限の期間

(１) 代理人の職務権限は，職務の引受

けにより開始し，かつ，任命が事前に

取り消されない限り，執行士に対する

職務の引渡し（Übergabe）によって

終了する。当該期間中，執行士は，自

己の職務の行使を差し控えなければな

らない。

(２) 代理人の職務行為は，第34条所定

の任命に必要な要件が存在せず又は後

に存在しなくなったとしても，無効と

はならない。

第５節 職務の終了

第38条 職務の終了原因

執行士の職務は，以下の事由により

終了する。

１ 定年の到達（第39条）

２ 死亡

３ 免職（Entlassung）（第40条）
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４ 刑事裁判所の有罪判決による失職

（Amtsverlust）（第41条）

５ 解職（Amtsenthebung）（第42

条）

６ 懲戒裁判所の判決による懲戒免職

（Entfernung aus dem Amt）（第

100条第２文）

７ 一時的辞職（vorubergehende
 

Amtsniederlegung）（第43条，第44

条）

第39条 定年

執行士は，満67歳になる月の月末に

定年に達する。

第40条 免職

執行士は，いつでも職務からの免職

を請求することができる。当該請求

は，ラント司法行政部に対して，書面

で表明されなければならない。免職処

分が執行士に到達していない限り，ラ

ント司法行政部に到達してから２週間

以内に，当該請求を撤回することがで

き，この期間の経過後はラント司法行

政部の同意を必要とする。免職は，ラ

ント司法行政部によって，申立てがな

された時点に対して言い渡される。

第41条 刑事判決による失職

刑事裁判所の有罪判決（Verur-

teilung）により，ラント司法公務員

の場合と同様の要件の下で，執行士は

職務を喪失する。

第42条 解職

(１) 執行士は，以下の場合に解職処分

を受ける。

１ ラント司法公務員の任命が無効で

あり，その無効宣言又は取消しがな

されなければならない要件の１つが

存在する場合

２ 執行士が，第３条所定の相容れな

い活動を行った場合

３ 執行士が，第７条に規定された職

務宣誓を行うことを拒絶した場合

４ 執行士が，第14条の規定に基づい

て認可を受ける義務があるにも関わ

らず，認可を受けることができずに

活動を行った場合

５ 執行士が，第11条の規定に基づい

て必要とされる認可を受けることな

く，共同の職務行使又は事務室の共

同利用のために結合した場合

６ 執行士が財産を喪失した場合。財

産の喪失は，執行士の財産に対する

倒産手続が開始された場合又は執行

士が倒産裁判所若しくは執行裁判所

によって作成された目録（倒産法第

26条第２項，民事訴訟法第915条）

に登録された場合には，推定され

る。

７ 執行士が，健康上の理由から，単

に一時的に秩序ある自己の職務の行

使ができないにすぎないというわけ

ではない場合

８ 執行士の経済状況又はその経営管

理（Wirtschaftsfuhrung）の方法

が，権利者（Rechtsuchenden）の

利益を危険にさらす場合

９ 執行士が，第21条所定の必要不可

欠な職業責任義務保険を継続してい

ない場合

(２) ラント司法公務員の任命につき無

効宣言をされ又は取り消され得る要件

の１つが存在する場合には，執行士も

また解職処分がなされ得る。

(３) ラント司法行政部は，執行士会へ

の聴聞の後に，解職を言い渡す。当該

執行士は，事前に聴聞されなければな

らない。

(４) 第１項第６号所定の解職の手続に

おいて，自己の権利を手続上保護する
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ことができない執行士のための補佐人

（Pfleger）の任命，医師の診察を受け

るべき執行士の義務，及びその協力の

拒絶の効果につき，ラント司法公務員

に適用される規定を準用する。補佐人

として，弁護士又は執行士が任命され

なければならない。当該規定において

職務上の上司（Dienstvorgesetzten）

に配分される職務は，ラント司法行政

部が引き受ける。

第43条 一時的辞職

(１) 執行士として以下の者を実際に看

護し又は世話する者は，監督官庁の認

可を受けて，一時的に辞職することが

できる。

１ 少なくとも１名の18歳未満の子供

２ 医師の診断書によれば看護の必要

なその他の家族の者

(２) 前項の規定する辞職の期間は，次

条所定の辞職及び第13条第２項所定の

短時間活動と合わせて，12年を超えて

はならない。

(３) ラント政府は，法規命令によっ

て，一時的辞職の期間の全部又は一部

について，それまでの執行士としての

職務活動に算入される旨を規定する権

限を有する。

第44条 一時的辞職後の新たな任命

(１) 執行士が，前条の規定する一時的

辞職の認可の申立てと同時に，長くと

も１年以内に従来の職務執行区域内で

再び職務に就くことを希望する旨を表

明する場合には，当該期間内に，その

場で新たに任命される。この場合にお

いて，新たな任命は，執行士がその間

に執行士の職務に再び就くのに適さな

いと思われる犯罪を犯した場合に限

り，拒絶される。

(２) 従来の職務執行区域内で新たに任

命された場合，当該任命後２年以内

は，前項の規定に基づく再度の辞職は

認められない。前項の規定による複数

回の辞職の期間は，３年を越えてはな

らない。

第45条 書面及び差押物の保管

(１) 執行士の職務が終了した場合又は

職務執行区域が他の地方裁判所区域に

移転された場合には，執行士の書面及

び帳簿，並びに執行士が自己の職務の

履行によって占有を取得した目的物

は，原則として，他の執行士に引き渡

されなければならない。ラント司法行

政部は，書面及び帳簿の保管を，職務

執行区域として執行士に配分された区

域の地方裁判所又は職務執行区域内の

区裁判所に委任することができる。

(２) その区域が第８条の規定に基づい

て執行士の職務執行区域を形成する直

接的な監督官庁は，執行士の職印及び

職のスタンプを破棄しなければならな

い。

(３) 書面及び差押物を預けられた執行

士につき，第51条第２項及び第３項の

規定を準用する。

(４) 書面及び帳簿の引渡しを受けた裁

判所は，退職した執行士又は職務執行

区域が移転した執行士に代わって，正

本（Ausfertigungen）及び謄本（Ab-

schriften）を付与し，かつ書面の閲

覧を認めなければならない。区裁判所

による正本又は謄本の付与につき，裁

判所の証書の正本及び謄本の付与に関

する規定を適用する。正本の注記

（Ausfertigungsvermerk）において，

執行士の職務の終了又は職務執行区域

の移転が摘示されなければならない。

(５) 執行士が職務の終了後又は職務執

行区域の移転後に新たに以前の職務執
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行区域内の執行士に任命された場合に

は，第１項の規定に基づいて預けられ

た書面及び帳簿は，再び当該執行士に

引き渡すことができる。

(６) ラント政府が第８条第２項の権限

を行使する場合，及び第８条第１項の

規定と異なって指定された執行士の職

務執行区域が同一の地方裁判所区域内

で移転された場合には，書面及び帳簿

並びに職務の履行によって占有を取得

された目的物は，当該執行士が保管し

続ける。職印及び職のスタンプは，引

き渡すことを要しない。

(７) 執行士の書面の国立公文書館

（Staatsarchiv）への引渡し及び執行

士の書面の破棄については，ラント司

法行政部がこれを規律する。執行士の

書面が国立公文書館に引き渡された場

合には，その正本及び謄本は，それが

現在もなお職に就いている執行士の文

書又は第１項第１文の規定に基づいて

保管のために他の執行士に引き渡され

た文書であるときは当該執行士に，さ

もなくば執行士が職務執行区域を有し

ていた区域の裁判所に付与される。執

行士は，自己の署名並びに職印及び職

のスタンプを付して，正本及び認証謄

本（beglaubigten Abschriften）を付

与する。裁判所による正本又は謄本の

付与につき，第４項の規定を準用す

る。

第46条 職務身分証明書の継続的携帯

(１) 定年の到達によって執行士の職務

が終了した場合には（第38条第１号），

執行士は，「元」（,,außer Dienst (a.

D.)”）を付記した執行士の身分証明書

を携帯することができる。それ以外の

場合においては，執行士は，職務の終

了により，「執行士」の身分証明書を

携帯する権限を失い，職務の終了を示

す付記をしたときであっても，当該身

分証明書を携帯してはならない。

(２) 職務が免職（第38条第３号）又は

第42条第１項第７号に規定する理由に

基づく解職によって終了した場合に

は，ラント司法行政部は，かつての執

行士に対して，「元」を付記した「執

行士」の職務身分証明書を継続して携

帯することを許可することができる。

(３) ラント司法行政部は，執行士に第

38条第４号及び第６号又は第42条第１

項第１号から第６号及び第８号に規定

する理由に基づく職務の終了の原因と

なる事情が存在する場合には，「元執

行士」の身分証明書を携帯することの

許可を取り消すことができる。取消し

の前に，かつて執行士であった者を聴

聞しなければならない。

第47条 執務室及び従業員の引受け

(１) 執行士の職務が終了した場合又は

職務執行区域が移転された場合におい

て，その職務執行区域内ですでに執務

している他の執行士が，退職した執行

士の事務所に自己の事務所を移転し又

は特に信頼できる従業員（Angestel-

lten）を自己の事務所に引き受けよう

とするときは，ラント司法行政部の認

可を必要とする。当該認可は，司法の

利益のために必要な場合に限り，拒絶

することができる。

(２) 引受け又は雇用を原因として締結

された法律行為の有効性は，前項の規

定の違反によっても影響を受けない。

第48条 一時的解職

(１) 執行士は，以下の場合には，監督

官庁から一時的解職処分を受ける。

１ 後見裁判所が，監督官庁に対し

て，非訟事件手続法第69k条所定の
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通知をした場合

２ 監督官庁が，第42条の要件が存在

すると解する場合

３ 執行士が，監督官庁の同意を得る

ことなく，自己の職務執行区域外

に，有責的に２ヶ月以上滞在する場

合

(２) 執行士に対して刑事手続上勾留

（Untersuchungshaft）が命じられた

場合には，その期間中，法律に基づい

て，一時的解職（vorlaufigen Amt-

senthebung）の効果が生じる。

(３) 執行士の一時的解職に関する規定

は，懲戒手続の係属によっても，影響

を受けない。

(４) 執行士は，一時的解職の期間中，

すべての職務行為を差し控えなければ

ならない。ただし，その違反は，職務

行為の有効性に影響を及ぼさない。監

督官庁が第42条第１項第６号，第７号

又は第８号の要件が存在すると解する

場合には，執行士は，もはや第２条第

１項所定の職務行為を行うことができ

ない。

第49条 執行士職務の管理

(１) 執行士の職務が終了した場合又は

職務執行区域が移転された場合には，

原則として，第34条第３項第１文に列

挙された者に対して，執行士の職務を

一時的に引き受けることを委託しなけ

ればならない（管理人・Verwalter）。

(２) 執行士が第43条の規定に基づいて

一時的に辞職した場合には，辞職の期

間中，長くとも１年間は，管理人が任

命される。

(３) 執行士が一時的解職処分を受けた

場合において（第48条），執行士の常

設代理人（第34条）による職務行使が

合目的的でないと思われるときは，管

理人を任命することができる。この場

合において，代理人の職務権限は，ラ

ント司法行政部によって管理人の任命

が通知されるまで，継続する。

第50条 管理人の任命及び地位

(１) 管理人は，他に規定がない限り，

執行士に適用される規定に服する。

(２) 管理人は，執行士会への聴聞の後

に，権限委任証明書の交付を通じて，

ラント司法行政部によって任命され

る。第34条第４項第２文及び第３文の

規定を準用する。

第51条 職務の継続，費用請求権

(１) 管理人は，代わりに任命された執

行士の書面及び帳簿，並びに執行士が

その職務の履行により占有を取得した

目的物を引き受ける。

(２) 管理人は，執行士によって開始さ

れた職務行為を継続する。費用請求権

は，職務の引受け後に弁済期が到来し

た場合には，管理人に帰属する。ただ

し，管理人は，職務の引受け前に執行

士に対して支払われた前払金（Vors-

chusse）については，費用債務者との

関係で責任を負わなければならない。

(３) 費用請求権が退職した執行士又は

その権利承継人に帰属する場合に限

り，執行士は，執行士費用法第５条の

規定に基づいて，費用計算書を作成す

る。管理人は，執行士に対して帳簿及

び書面の閲覧を認めなければならず，

これによって生じた費用は，執行士が

負担する。

第52条 管理人の報酬及び決算

(１) 管理人は，執行士会によって確定

された適切な報酬を対価として，当該

団体の計算で，職務を行う。管理人

は，執行士会とともに，毎月決算をし

なければならない。管理人が執行士会
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に帰属する金額を支払わない場合に

は，当該金額は，延滞金と同様に取り

立てることができる。

(２) 執行士会は，管理人の収入に対し

て，これを差し押さえることができる

場合，又は当該団体が故意の不法行為

に基づく損害賠償請求権を有する場合

にのみ，相殺権又は留置権を主張する

ことができる。

(３) 執行士会は，一般的に又は個別的

に，第１項第１文及び第２文の規定と

異なる規律をすることができる。この

場合には，前項の規定は適用されな

い。

第53条 管理から生じた剰余金

(１) 執行士会の計算で遂行された管理

から生じた剰余金（Überschusse）

は，構成員（Berufsangehorigen）及

びその遺族の保護のために，優先的に

使用されなければならない。

(２) 前項により残った剰余金は，第67

条第４項第１号所定の福利厚生施設

（Fursorgeeinrichtungen）が設立さ

れた場合には，当該施設に寄贈されな

ければならない。福利厚生施設が存在

しない場合には，残った剰余金は，執

行士会に与えられる。

第54条 管理人の職務権限の期間

(１) 第50条の規定に基づいて任命され

た管理人の職務は，新たな執行士が任

命された場合，執行士が一時的辞職の

後第44条第１項所定の期間内に新たに

任命された場合，又は一時的解職処分

を受けた執行士が職務を再び引き受け

る場合に，終了する。管理人の職務権

限は，ラント司法行政部によって職務

の終了が通知されるまで，継続する。

ラント司法行政部は，重大な原因に基

づいて，任命を期限前に取り消すこと

ができる。

(２) 管理人の職務の終了後にかつての

執行士が職務を再び引き受ける場合，

又は新たに任命された執行士に第45条

第１項第１文所定の保管が委任される

場合には，執行士は，管理人によって

開始された職務を継続する。執行士に

よる職務の引受け後に弁済期の到来し

た費用請求権は，当該執行士に帰属す

る。ただし，執行士は，職務の引受け

前に管理人に対して支払われた前払金

については，費用債務者との関係で責

任を負わなければならない。

(３) 管理人に帰属する費用請求権は，

職務の終了後に，執行士会によって，

自己の名前で取り立てられる。執行士

費用法第５条及び第６条の規定を準用

する。執行士会は，新たに任命された

執行士又は再び職に就いた執行士に対

して，未払いの費用を自らの費用で取

り立てることを委託することができ

る。

第55条 管理人の職務上の義務違反

(１) 管理人の職務上の義務違反につ

き，執行士会は，連帯債務者として，

管理人とともに被害者に対して責任を

負うが，執行士会と管理人との間の関

係では，管理人のみが責任を負う。管

理人が，第20条第３項及び第４項の規

定に基づいて，学生又は代理人の職務

上の義務違反について責任を負う場合

もまた，同様とする。第20条第１項，

第２項及び第５項の規定を準用する。

執行士会の責任は，次項の規定に基づ

いて締結された保険の最低保険金の金

額に限定される。

(２) 執行士会は，第21条及び第67条第

３項第３号で規定された要求を満たさ

なければならない保険の締結を通じ
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て，前項の規定する責任から生ずる損

失に対して，自己及び管理人を保護し

なければならない。管理人もまた，自

己の名前で，責任義務保険から生じる

請求権を主張することができなければ

ならない。

(３) 管理人の職務上の義務違反に対す

る国家の責任は存在しない。

第56条 管理人との紛争に関する管轄

報酬，決算（第52条）又は職務上の

義務違反の責任に関する執行士会と管

理人との間の財産法上の紛争について

は，訴訟物の価額に関わらず，地方裁

判所が専属管轄を有する。

第６節 管理手続，個人記録

第57条 事実関係の調査

(１) 監督官庁は，職権で事実関係

（Sachverhalt）を調査する。監督官

庁は，覊束裁量に基づいて必要と解す

る証拠（Beweismittel）を利用する。

(２) 手続に関与する志願者，執行士又

は学生は，事実関係の調査に協力し，

かつ，必要な場合に限り，証拠の利用

につき同意を表明しなければならない

が，第95条の規定は影響を受けない。

協力が拒絶されたために監督官庁が事

実関係を十分に解明することができな

かった場合には，法的利益（Recht-

svorteile）の供与を求める申立ては，

却下されなければならない。関係者

は，この法律効果について指摘を受け

なければならない。

第58条 個人情報

(１) 裁判所，官庁及び執行士会は，執

行士の任命，代理人又は執行士管理人

の任命，学生の教育の許可，執行士の

解職又は学生の職務からの免職，許

可，認可又は免除の取下げ又は取消

し，及び，秩序に反する行為又は職務

上の義務違反を理由とする手続の開始

のために，伝達機関の観点から必要と

される個人情報を，決定権限を有する

機関に伝達するが，これは，伝達によ

って保護に値する関係者の利益が害さ

れない場合又は公的な利益が関係者の

秘密保持の利益に優越する場合に限

る。特別な法律上の利用規律と相容れ

ない場合には，伝達は行われない。

(２) 執行士又はそれと同等の者が職務

上の義務に違反したという疑いを基礎

づける事実が税務署に知れ渡ったとき

は，税務署は，その知識が法律効果の

実現のために伝達機関の観点から必要

な場合に限り，当該事実を管轄する監

督官庁に通知するが，公課法第30条の

規定は，これを妨げない。

第59条 個人記録

(１) 執行士及び第５条第２項第１号所

定の学生に関して，個人記録が作成さ

れる。個人記録は，極秘に取り扱わ

れ，かつ無権限者による閲覧から保護

されなければならない。個人記録に

は，それが職務関係と直接的内部的な

関連を有する限り，情報ファイル

（Dateien）に記録された，執行士又

は学生に関するものを含むすべての資

料が属する（個人記録情報・Per-

sonalaktendaten）。その他の資料は，

個人記録に記載してはならない。個人

記録は，関係者が他の方法で利用する

ことを承諾する場合を除いて，個人管

理（Personalverwaltung）又は個人

の経済活動（Personalwirtschaft）の

ためにのみ利用される。

(２) 個人記録は，実質的な観点に基づ
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いて，基本記録（Grundakten），部

分記録（Teilakten）及び付属記録

（Nebenakten）（基本記録又は部分記

録にも存在する資料）に区分される。

基本記録には，すべての部分記録及び

付属記録の完全な目録が記録されなけ

ればならない。

(３) 個人管理の範囲内で人事（Per-

sonalangelegenheiten）の処理を委託

された従業員のみが，個人管理又は個

人の経済活動のために必要な場合に限

り，個人記録を入手することができ

る。自動呼出手続（automatisierten
 

Abrufverfahren）による入手の場合

も，同様とする。

(４) 監督官庁は，志願者，執行士，学

生，元執行士及び元学生に関する個人

情報を，職務関係の基礎，遂行，終了

若しくは清算のため，若しくは組織

的，個人的及び社会的措置のために必

要な場合，又は法律上認められている

場合に限り，収集することができる。

当該個人情報を収集するための調査用

紙（Fragebogen）は，ラント司法行

政部の認可を必要とする。

第60条 聴聞義務

執行士又は学生は，他の法規によっ

て聴聞が行われない場合に限り，自己

に不都合な又は不利となり得る苦情

（Beschwerden），主張及び評価につ

いて，個人記録へ記録する前に，聴聞

を受けなければならない。関係者の発

言は，個人記録に用いなければならな

い。

第61条 閲覧権

(１) 執行士又は学生は，職務が終了し

た後であっても，完全な個人記録につ

いて閲覧する権利を有する。

(２) 閲覧は，職務上の理由と矛盾しな

い限り，執行士又は学生の代理人

（Bevollmachtigten）に認められなけ

ればならない。正当な利益を疎明した

場合の遺族及びその代理人もまた，同

様とする。個人記録の照会につき，前

２文の規定を準用する。

(３) 個人記録を作成し管理する官庁

は，閲覧が認められる場所を指定す

る。職務上の理由と矛盾しない限り，

抄本（Auszuge），謄本，複写（Ab-

lichtungen）又は複製（Abdrucke）

を作成することができる。執行士又は

学生について自動的に記録される個人

記録情報の表現は，要求に応じて，そ

れらの者に任せなければならない。

(４) 執行士又は学生は，法律上他に規

定がない限り，自己に関する個人情報

を含み又は職務関係のために作成若し

くは利用される他の記録についても閲

覧する権利を有するが，これは安全性

審査記録（Sicherheitsakten）には適

用されない。関係者の情報が，第三者

の情報又は秘密保持を要する個人に関

連しない情報と，分割が不可能又は極

度に多額の費用を要する場合にのみ分

割が可能なほどに結合しているとき

は，閲覧は認められない。この場合に

は，関係者にその旨の回答がなされな

ければならない。

第62条 第三者への提示

(１) 個人管理又は個人の経済活動のた

めに個人記録を直近上級の（nachsth-

oheren）監督官庁に提示することは，

執行士又は学生の承諾がなくても認め

られる。同様のことは，同一の管轄範

囲にある官庁についてはその提示が人

事決定（Personalentscheidung）の

準備又は遂行のために必要な場合に限

り，また異なる管轄範囲の官庁につい
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ては当該官庁が人事決定に協力しなけ

ればならない場合に限り，妥当する。

監督官庁の委託によって医学的鑑定書

を作成する医師に対しては，同様に承

諾がなくても個人記録を提示すること

ができる。個人記録の照会につき，前

３文の規定を準用する。情報が十分な

場合には，提示を差し控えなければな

らない。

(２) 公共の福祉の著しい損害を予防す

るため又は第三者の正当かつより高次

な利益を保護するために情報の提供が

絶対に必要な場合を除いて，執行士又

は学生の承諾を得た場合にのみ，第三

者に情報を提供することができる。情

報の内容及び受取人については，関係

者に対して，書面で通知しなければな

らない。

(３) 提示及び情報は，それぞれ必要な

範囲に限定されなければならない。

第63条 根拠のない又は不都合な内容の

除去

(１) 懲戒法上の個人記録からの除去に

関する規定（Tilgungsvorschriften）

の適用を受けない苦情，主張及び評価

に関する資料は，以下のとおり取り扱

う。

１ 根拠がない又は誤っていると証明

された場合には，執行士又は学生の

同意を得て，遅滞なく，個人記録か

ら除去及び破棄されなければならな

い。

２ 執行士又は学生にとって不都合な

又は不利になり得るものである場合

には，申立てにより，３年後に，除

去及び破棄されなければならない。

前文第２号の規定する期間は，本条所

定の新たな事実関係により，又は刑事

手続若しくは懲戒手続の開始によっ

て，中断される。新たな非難（Vor-

wurf）が根拠がない又は誤っている

と証明された場合には，当該期間は中

断されなかったものとみなす。

(２) 刑事事件における通知は，懲戒行

為の構成要素でない場合に限り，ま

た，連 邦 中 央 登 録 簿（B u n d es-

zentralregister）からの情報は，執行

士又は学生の同意を得て，３年後に，

除去及び破棄されなければならない。

前項第２文及び第３文の規定を準用す

る。

第64条 個人記録情報の自動的処理

(１) 個人記録情報は，情報ファイル内

で，個人管理又は個人の経済活動のた

めにのみ，処理及び利用することがで

きる。その伝達は，第62条の規定に基

づいてのみ認められる。他の官庁によ

る自動的な情報請求は，特別な規定が

ない限り，認められない。

(２) 医療又は心理学の検査及び調査に

関する資料は，その結果が適性に関係

しかつその処理又は利用が執行士又は

学生の保護に役立つ場合に限り，個人

管理の範囲内で，その結果のみを自動

的に処理又は利用することができる。

(３) 執行士又は学生の地位に関する決

定は，個人情報の自動的処理により直

接取得された情報及び知識にのみ依拠

してはならない。

(４) 最初の記録に際し，第１項の規定

に基づいて記録される情報の種類は，

関係者に通知されなければならず，重

要な変更がある場合には，この者に報

告しなければならない。さらに，自動

的個人管理手続の処理及び利用の形式

は，これを文書に記録し，かつ，各利

用目的並びに定期的な受取人及び自動

的情報伝達の内容を含めて，一般に公
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示しなければならない。

第２章 執行士会及び連邦執行士連合会

第１節 執行士会

第65条 執行士会の形成及び所在地

(１) ラントの執行士は，執行士会を形

成する。

(２) 執行士会は，ラント政府の所在地

にその所在地を有する。

(３) ラント間契約（Staatsvertrag）

により，複数のラントの執行士のため

に１つの執行士会を設立することにつ

いて規律することができる。

第66条 執行士会の地位

(１) 執行士会は，社団法人とする。執

行士会の会則及びその変更は，総会

（Kammerversammlung）により決議

される。これは，ラント司法行政部の

認可を必要とし，かつ当該行政部の指

定する機関紙において公告しなければ

ならない。

(２) ラント司法行政部は，その管轄範

囲内にある執行士会に対して，国家の

監督（Staatsaufsicht）を行う。当該

監督は，法律及び会則が遵守されてい

ること，特に執行士会に委託される職

務が履行されていることに制限され

る。

(３) 業務年度が終了した時点で，執行

士会は，ラント司法行政部に対して，

当該年度内の活動，団体内で活動して

いる執行士及び学生の状態，並びに出

納及び経営の管理 (Kassen-und Wir-

tschaftsfuhrung）に関する報告書を

提出する。

(４) 監督官庁は，執行士の利害に関係

するすべての重要な事項について，執

行士会を聴聞する。

第67条 執行士会の職務

(１) 執行士会は，そこに統合された執

行士の全体を代表する。執行士会は，

その構成員の名誉及び信用が損なわれ

ないように監視し，その活動に際して

監督官庁を補助し，執行士の権利の保

護を促進し，かつ執行士及び学生の良

心的及び誠実な職務行使に配慮しなけ

ればならない。

(２) 執行士会は，指導要綱（Richt-

linien）において，法律上の規定及び

それに基づいて公布された法規命令の

範囲内での自己の構成員の職務上の義

務及びその他の義務を，会則を通じて

より詳細に規定する義務を負う。前条

第１項第２文及び第３文の規定を準用

する。指導要綱には，以下の事項に関

する詳細な規律を記載しなければなら

ない。

１ 執行士の独立性及び公平性の維持

２ 第12条第３項の規定により遵守さ

れるべき行動

３ 他人の財産上の利益の保持

４ 本人による職務行使の義務の遵守

５ 共同の職務行使及び共同の事務室

の利用のための結合の創設，管理，

継続及び終了

６ 第19条の規定により遵守されるべ

き行動

７ 職員の雇用及び教育
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８ 職務執行区域外で職務活動を行う

場合，又は土地管轄がない場合に遵

守されるべき原則

９ 必要な継続教育の範囲及びその証

明

10 他の執行士に対して，また，裁判

所，官庁，弁護士及び関係者の他の

助言者に対して特別な義務

11 学生の実務教育

12 第５条第２項第１号の場合におけ

る，教育のために学生が配属された

執行士による教育資金の全部又は一

部の償還（Erstattung）

(３) その他，執行士会は，以下の義務

を負う。

１ 第５条第２項第１号の場合におい

て，以下の事項を行うこと。

a) 学生の教育方法の準備をするこ

と。

b) 学生の教育資金，並びに勤務能

力がない（Dienstunfahigkeit）場

合の学生の扶助金（Versorgung）

及び遺族の扶助金を支払うこと。

c) 学生に対して教育資金の返済を主

張すること。

２ 執行士及びその補助員（Hilfs-

krafte）の職務上の継続教育の方

法，並びに当該職能階級のその他の

共同負担のための方法を準備するこ

と。

３ 引き起こされた財産損害が補償金

額（Deckungssumme）を超え又は

故意行為として普通保険約款により

保険保護の対象から除外されるため

に，第21条所定の保険契約では塡補

されない義務違反から生じる危険に

対しても保険を掛けることを目的と

して，第21条所定の職業責任義務保

険を補充するための保険契約を締結

すること。当該保険契約において

は，保険を掛けられた各執行士の各

保険事故に対する保険金は，故意の

義務違反から生じる損害の場合には

最低12万5000ユーロであり，その他

の義務違反から生じる損害の場合に

は最低25万ユーロでなければならな

いが，保険年度内に１名の執行士に

よって引き起こされたすべての損害

に対する保険者の給付は，最低保険

金の４倍の金額に限定される。第21

条第５項の規定を準用する。ラント

政府は，法規命令により，生じ得る

損害を考慮して，保険契約において

保険年度内にすべての保険を掛けら

れた執行士によって引き起こされた

すべての損害に対する保険者の総給

付（Gesamtleistung）の限度とな

る金額を決定する権限を有する。

４ 執行士管理人によって引き受けら

れる執行士職（Gerichtsvollzieher-

stelle）を経済的に管理すること。

５ ラント司法行政部，裁判所又はラ

ントの行政官庁が執行士の事項に関

して要求する意見書（Gutachten）

を作成すること。

６ 氏名及び職務執行区域が記され

た，当該団体に統合された執行士の

一覧表を作成し，これを一般に公告

すること。

７ 通常の業務時間外における緊急の

措置のために，職務執行区域内で許

可された執行士の待機業務を整備す

ること。

(４) 執行士会は，以下の事項をするこ

とができる。

１ 福利厚生施設を運営すること。

２ 単独で又は他の執行士会と共同し

て，執行士の故意行為による損害で
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前項第３号の規定する保険契約によ

っても塡補されない支払いを，法的

義務と関係なく可能とする施設を運

営すること。

３ 設立の目的に合致するその他の職

務を引き受けること。

第68条 執行士会の機関

執行士会の機関は，理事会（Vor-

stand）及び総会とする。

第69条 理事会の職務及び構成

(１) 理事会は，第72条の規定に関わら

ず，執行士会の職務を代表する。緊急

の場合には，理事会は総会に代わって

決議をし，総会の追認を受けなければ

ならない。

(２) 理事会は，会長，副会長及びその

他の構成員により構成される。理事会

の構成員は，総会により，その会員の

中から，５年の任期で選任される。

(３) 理事会の構成員は，名誉職として

（ehrenamtlich）活動する。

(４) 理事会は，職務規定（Geschaft-

sordnung）に従う。理事会は，事務

所を運営することができる。

第70条 理事会の守秘義務

(１) 理事会の構成員は，－理事会から

脱退した後も－理事会での活動を通じ

て執行士，学生及びその他の者に関し

て認識した事項について，すべての者

に対して守秘義務を負い続けなければ

ならない。執行士会及び第67条第４項

第１号及び第２号の規定する施設の従

業員，並びに当該団体又は施設での協

力を依頼された執行士及び学生もま

た，同様とする。

(２) 裁判上の手続において，前項に規

定された者は，理事会での活動を通じ

て執行士，学生及びその他の者に関し

て認識した事項について，許可なく供

述してはならない。

(３) 当該許可は，執行士会の理事会が

付与する。当該許可の拒絶は，執行士

会の地位若しくは職務に関する事由，

又は事実を認識された者の正当な利益

から拒絶が不可避的に要求される場合

にのみ，なされなければならない。連

邦憲法裁判所法第28条第２項の規定

は，影響を受けない。

第71条 部会の形成

(１) 理事会は，執行士会の会則で許容

さ れ る 場 合 に は，複 数 の 部 会

（Abteilungen）を形成することがで

きる。理事会は，部会に対して，独立

して遂行する業務を委託する。

(２) 各部会は，理事会の構成員から少

なくとも３名で構成されなければなら

ない。部会の委員は，その中から，部

会長及び副部会長を選任する。

(３) 暦年の始まる前に，理事会は，部

会及びその委員の数を確定し，部会に

業務を委託し，かつ個々の部会の委員

を決定する。理事会の各構成員は，複

数の部会に属することができる。代表

団（Abordnungen）の変更は，１年

の間に（im Laufe des Jahres），部会

の過剰負担のため又は部会の個々の委

員の交替若しくは長期間の支障のため

に必要な場合にのみ，これを行うこと

ができる。

(４) 理事会は，部会に対して，執行士

会の所在地の外で会議を開催する権限

を付与することができる。

(５) 部会は，その権限の範囲内で，理

事会の権利及び義務を有する。

(６) 理事会が適切と解する場合，又は

部会若しくは部会長が申し立てる場合

には，理事会は，部会に代わって決定

を行う。
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第72条 会長の地位及び職務

(１) 会長は，裁判上及び裁判外で，執

行士会を代表する。

(２) 会長は，執行士会及び理事会の業

務上の取引を執り行う。

(３) 会長は，理事会の会議及び総会の

議長を務める。

(４) 会則により，会長に他の職務を委

託することができる。

第73条 総会の招集及び職務

(１) 総会は，会長によって招集され

る。

(２) 会長は，総会を，毎年１回は招集

しなければならない。さらに，構成員

の十分の一が書面で申立てを行い，か

つその際に総会で取り扱われるべき事

項を列挙している場合には，会長は総

会を招集しなければならない。

(３) 総会は，開催される日の少なくと

も２週間前に，書面又は会則で定めら

れている新聞による公告（offentliche
 

Einladung）を通じて，議事日程

（Tagesordnung）を添付して，招集

されなければならない。招集が発送さ

れた日及び総会の日は，期間の計算に

際して算入してはならない。緊急の場

合には，会長は，より短い期間で総会

を招集することができる。

(４) 総会は，特に以下の事項について

義務を負う。

１ 第66条第１項第２文所定の執行士

会の会則を決議すること。

２ 第67条第２項所定の指導要綱を決

議すること。

３ 会費の金額及び支払期を決定する

こと。

４ 共通の事項のための費用を賄うた

めに必要な方法を承認すること。

５ 執行士会の収入及び支出並びに財

産の管理に関する理事会の決算書

（Abrechnung）について調査し，

かつ報告の承認（Entlastung）に

関して決議すること。

第74条 執行士会の会則

執行士会の機関及びその権限に関す

る詳細な規定は，会則でこれを定め

る。

第75条 執行士会の会費

(１) 執行士会は，職務の履行のために

必要な範囲で，執行士から会費を徴収

する。

(２) 未払いの会費は，執行士会の会長

によって発行される，執行力の証明及

び当該団体の職印が付された支払請求

書（Zahlungsaufforderung）に基づ

いて，民事訴訟における判決の執行に

関する規定により取り立てることがで

きる。

第76条 執行士会の権限

(１) 執行士会は，その権限の行使に際

し，執行士及び学生に対して，情報提

供，帳簿及び書面の提出，並びに当該

団体の管轄機関への本人自らの出頭を

請求することができる。執行士会は，

これにより獲得した情報（Kenntnis-

se）を，第67条第４項所定の施設に伝

える権限を有するが，これは，当該施

設がその職務の履行のために必要とす

る場合に限る。

(２) 執行士会は，前項の規定により執

行士及び学生に課された義務を強制す

るために，事前の書面による予告

（Androhung）に基づいて，繰り返

し，強制金（Zwangsgeld）を確定す

ることができる。個々の強制金は，

1,000ユーロを越えてはならない。強

制金は，執行士会の収益とし，未払い

の会費と同様に取り立てられる。
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第77条 訓告

(１) 執行士会は，軽微な秩序違反行為

の場合に，執行士及び学生に対して訓

告（Ermahnung）を言い渡す権限を

有する。

(２) 訓告が言い渡される前に，関係者

は聴聞されなければならない。訓告

は，秩序違反行為から５年以上が経過

した場合には，言い渡してはならな

い。

(３) 訓告は，理由を述べなければなら

ない。訓告は，関係者に送達されなけ

れ ば な ら な い。決 定 通 知（Bes-

cheid）の写しは，監督官庁に通知さ

れなければならない。

(４) 決定通知に対して，関係者は，送

達から１ヶ月以内に，書面で，執行士

会の理事会に，異議（Einspruch）を

申し立てることができる。異議に対し

ては理事会が決定を行い，この場合に

は前項の規定を準用する。

(５) 訓告に対する異議が執行士会の理

事会によって却下された場合には，関

係者は，懲戒裁判所の裁判を求める申

立てをすることができる。当該申立て

は，異議に対する決定の送達から１ヶ

月以内に，書面で行い，かつその理由

を述べなければならない。懲戒裁判所

は，決定により，終局的裁判を行う。

その他，裁判所の手続につき，ラント

司法公務員に適用される，懲戒処分に

対する裁判所の裁判を求める申立てに

関する規定を準用する。当該規定に基

づいて手続費用が使用者（Diensther-

rn）に課される限り，その代わりに執

行士会がこれを負担する。

(６) 執行士会による訓告は，第96条

（非難）所定の措置又は懲戒方法に関

する監督官庁の権利に影響を及ぼさな

い。監督官庁が当該権利を行使する場

合，執行士会の権限は終了し，すでに

言い渡された訓告は無効となる。ただ

し，懲戒裁判所が，秩序違反行為が確

認されなかったことを理由に訓告を取

り消した場合には，同一の行為に関す

る監督権限及び懲戒権限の行使は，当

該裁判の際に裁判所が認識していなか

った事実及び証拠に基づいてのみ，許

容される。

第２節 連邦執行士連合会

第78条 連邦執行士連合会の統合及び所

在地

(１) 執行士会は，連邦執行士連合会に

統合される。

(２) 連邦執行士連合会の所在地は，会

則でこれを定める。

第79条 連邦執行士連合会の地位

(１) 連邦執行士連合会は，社団法人と

する。

(２) 連邦司法大臣は，連邦執行士連合

会に対して，国家の監督を行う。当該

監督は，法律及び会則が遵守されてい

ること，特に連邦執行士連合会に委託

される職務が履行されていることに限

定される。

(３) 代表者会議（Vertreterversamm-

lung）によって決議された連邦執行

士連合会の会則及びその変更は，連邦

司法大臣の認可を必要とする。

第80条 連邦執行士連合会の職務

(１) 連邦執行士連合会は，法律により

配分された職務を履行しなければなら

ない。連邦執行士連合会は，特に以下

の事項を行わなければならない。
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１ 執行士会全体が取り組む問題につ

いて，個々の執行士会の意見を確認

し，かつ共同の討論によって多数派

の意見を確定すること。

２ 執行士会全体に関連するすべての

事項について，管轄ある裁判所及び

官庁に対して連邦執行士連合会の意

見を述べること。

３ 官 庁 及 び 関 係 諸 団 体（Or-

ganisationen）に対して執行士会全

体を代表すること。

４ 立法に関与する連邦の官庁若しく

は法人（Korperschaft）又は連邦

裁判所が執行士の事項に関して要求

する意見書を作成すること。

５ 代表者会議の決議を通じて，第67

条第２項の規定に基づいて各執行士

会によって公布される指導要綱を紹

介（Empfehlungen）すること。

(２) 連邦執行士連合会は，設立の目的

に合致するその他の職務を引き受ける

ことができる。連邦執行士連合会は，

特に，執行士会及びその構成員の専門

的な助言（Beratung），執行士の継続

教育，並びに職業上の学生の教育及び

継続教育に資する措置を講ずることが

できる。

第81条 連邦執行士連合会の機関

連邦執行士連合会の機関は，幹事会

（Prasidium）及び代表者会議とする。

第82条 幹事会

(１) 幹事会は，会長，副会長及び３名

の他の構成員により構成される。

(２) 幹事会は，代表者会議により選任

される。代表者会議の構成員は，すべ

て選任されることができる。

(３) 幹事会の構成員は，５年の任期で

選任される。構成員が期限前に脱退し

た場合には，当該脱退後に開催される

代表者会議において，残りの選任期間

のために，新たな構成員が選任されな

ければならない。

(４) 幹事会は，職務規定に従う。幹事

会は，事務所を運営することができ

る。

第83条 守秘義務

連邦執行士連合会の幹事会の構成

員，その協力を依頼された執行士及び

学生，並びに連邦執行士連合会の従業

員の守秘義務につき，第70条の規定を

準用する。

第84条 会長及び幹事会の職務

(１) 会長は，裁判上及び裁判外で，連

邦執行士連合会を代表する。

(２) 幹事会の会議において，会長は議

長を務める。

(３) 幹事会は，連邦司法大臣に対し

て，連邦執行士連合会及び幹事会の活

動に関する報告書を，毎年作成する。

さらに，幹事会は，幹事会の選任の結

果について，連邦司法大臣に届け出

る。

第85条 連邦執行士連合会の決議

(１) 連邦執行士連合会は，原則とし

て，代表者会議でその決議を行う。

(２) 幹事会は，代表者会議の意見を聴

いて，第80条第１項第２文第４号で連

邦執行士連合会に配分された職務を処

理する。緊急の場合には，意見を聴く

ことを要しないが，構成員には，行わ

れた措置について，遅滞なく情報を提

供しなければならない。

第86条 代表者会議

(１) 各執行士会は，代表者会議におい

て，当該団体の会長又はその他の構成

員を通じて代表される。

(２) 代表者会議においては，執行士に

も，個々の問題についての意見表明
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（gutachtlichen Äußerung）を認める

ことができる。

第87条 代表者会議の招集及び議決

(１) 代表者会議は，会長により招集さ

れる。会長は，代表者会議の議長を務

める。会長は，幹事会又は少なくとも

３つの執行士会が申し立てる場合に

は，代表者会議を招集しなければなら

ない。執行士会の申立ては，書面で行

われなければならず，かつ代表者会議

で取り扱われるべき事項を列挙しなけ

ればならない。

(２) 緊急の場合には，会長は，招集に

つき会則で定められた期間よりも短期

間で，代表者会議を招集することがで

きる。この場合には，決議がなされな

ければならない事項を列挙することを

要しない。

(３) 反対する執行士会が３団体以下の

場合には，代表者会議の決議は，書面

で行うこともできる。

第88条 代表者会議の決議

(１) 代表者会議において，各執行士会

は，議決権を有する。

(２) 代表者会議は，本法又は会則で他

の規定がない限り，投票された議決権

の過半数により決議を行う。得票が同

数の場合には，議長の議決により決定

するが，その選択はくじ（Los）で決

する。

第89条 幹事会の報告

幹事会は，代表者会議に対して，す

べての重要な事項を報告しなければな

らない。

第90条 機関の名誉職的活動

幹事会及び代表者会議の構成員は，

名誉職として活動する。

第91条 会則

連邦執行士連合会の機関及びその権

限に関する詳細な規定は，会則でこれ

を定める。

第92条 報告書及び意見書の請求

連邦執行士連合会は，法律又は会則

で配分された職務を履行するために，

各執行士会に対して，報告書及び意見

書の提出を求める権限を有する。

第93条 連邦執行士連合会の会費

(１) 連邦執行士連合会は，職務の履行

に要する人的及び物的な不足を塡補す

るために定められた会費を，各執行士

会から徴収する。

(２) 会費の金額は，代表者会議により

これを定める。

(１) 本法律案第１条の執行士法草案第29条第３項は，連邦参議院の委員会勧告を

受けて修正された規定である。このうち，第１文から第４文には変更がない。

他方で，第５文は，「税務署には，要求に応じて書面の閲覧が認められなけれ

ばならない。」という規定から現在の規定に変更された。また，修正前は第６

文および第７文として「裁判所には，請求された書面が送付されなければなら

ない。他の公官庁には，その職務の履行のために必要な場合に限り，書面が伝

達される。」と規定されていたが，これらは削除された。修正の理由は，修正

前の第５文から第７文の規律が情報保護法上の観点からあいまいであるため

に，修正後の第５文の規定するような統一的な規律に置き換える必要があると

いう点にある。
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